
救急医療を取り巻く現状 

資料１ 
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• 昭和３８年：救急業務の法制化（消防法改正） 

• 昭和３９年：救急病院等を定める省令（厚生省令） 

–救急医療機関告示制度 

• 昭和５２年：救急医療対策の整備事業について 
         （厚生省医務局長通知） 

–休日夜間救急センター 

–休日等歯科診療所 

–在宅当番医制 

–二次救急医療体制（救急輪番制） 

–救命救急センター等          の整備 
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●救急医療体制基本問題検討会（平成９年） 

 ・量的確保から質的向上への転機 

– 二次、三次救急医療施設の明確化 

– 救急医療体制の個別課題の明確化 

– 国民に対する救急医療の啓発、普及 

– 医療従事者に対する教育、研修のあり方の明確化 

 

●救急医療の今後のあり方に関する検討会（平成２０年） 
  ・二次医療機関、三次医療機関の充実 
  ・救急搬送における課題と円滑な受入れ推進について  

●病院前救護体制の在り方に関する検討会（平成１２年） 
  ・病院前救護体制におけるメディカルコントロールについて 
  ・地域における病院前救護体制を支える体制作り 
  ・救急救命士の業務内容、教育と養成について 
  ・心肺蘇生法の啓発・普及   
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２ 地域で支える医療の推進 
 （１）救急医療の改善策の推進 

ァ 救急医療の充実 

①量的充実 

・調査に基づく初期、二次、三次救急の更なる整備 

②質的充実 

・管制塔機能を担う医療機関の整備・人材の育成 

・医師等の交代勤務制の整備 

・地域全体の各医療機関の連携 

  急性期を脱した患者を受け入れる病床の確保等 

  救急患者の効率的な振り分け等 

・医療機関と消防機関との連携強化 

  救急患者受入コーディネーターの配置等 

・住民との情報共有 

イ 夜間・救急利用の適正化 

①国民への普及啓発 

・夜間救急外来の適正利用等 

②小児救急電話相談事業（#8000）の拡充等 

円滑な受入れ推進に向けた対応 

・診療所医師の夜間・休日の外来診療や救急医療への参画を推進 

・院内トリアージを適切に行える医療従事者の育成と配置 

・救急医療体制の現状や転床・転院等に関する国民に理解を求める    等                       

医療機関と消防機関の連携 

・病状に応じて適切な受入先医療機関・診療科に患者を振り分ける管制
塔機能を整備 

・地域の実情に精通した医師等の救急患者受入コーディネーターの普及 

・小児救急電話相談事業（＃8000）の拡充を検討             等 

救命救急センターに対する新しい評価 

・求められる機能の明確化、第三者の視点・検証が可能な評価、地域特性等を勘
案した評価項目を導入 

・交代勤務制を含む病院勤務医の労働環境改善に係る評価項目を追加 

・評価結果をできる限り詳細に国民へ情報提供                   等 

救命救急センターの整備のあり方 

・救命救急センターと同等の実績等がある施設であれば新たに救命救急センター
として位置づけ 

・ヘリコプター等による搬送やITの活用も検討                    等 

救急搬送における課題と円滑な受入れ推進について  

第三次救急医療機関の充実 
安心と希望の医療確保ビジョン 

夜
間
・
休
日
の
救
急
医
療
を
担
う
医
師
に
対
す
る
財
政
的
な
支
援 

・ER型救急医療機関については、まず正確な実態把握を行う                               

 主な提言内容  

第二次救急医療機関の状況及び今後の整備 

・地域の実情に応じた取組を支援 

・救急医療機関の連携を推進しつつ、第二次救急医療機関の機能の充実を図る  

・全ての第二次救急医療機関について、診療体制や活動実績に関する調査を実
施し、診療実績に応じた支援を検討                         等 

第二次救急医療機関の充実 
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昭和５１年度～ 

• 救命救急センター運営事業 

 

昭和５２年度～ 

• 共同利用型病院運営事業 

• 救急医療情報センター運営事業 

 

平成１１年度～ 

• 小児救急医療体制整備事業 

 

平成１５年度～ 

• 救急救命士病院実習受入促進経費 

平成２０年度～ 

• 救急医療専門領域医師研修事業 

• 救急患者受入ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ事業 

 

平成２１年度～ 

• 小児初期救急センター運営事業 

 

平成２２年度～ 

• 小児救命救急センター運営事業 

• 小児集中治療室医療従事者研修事業 

• 受入困難事案患者受入医療機関支援事業 

• 救急患者退院ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ事業 

 

平成２３年度～ 

• 救急・周産期医療情報ｼｽﾃﾑ機能強化経費 

5 ※医療提供体制推進事業費補助金250億円の内数 



救命救急センター（258カ所） 
（うち、高度救命救急センター（28カ所）） 

病院群輪番制病院（398地区、3,259カ所） 

救命救急医療（第三次救急医療） 

入院を要する救急医療（第二次救急医療） 

初期救急医療 

平成24年3月31日現在 

平成24年12月16日現在 

ドクターヘリ（４０カ所） 

平成24年3月31日現在 

平成24年12月16日現在 

共同利用型病院（10カ所） 

在宅当番医制（630地区） 

休日夜間急患センター（556カ所） 

○重症及び複数の診療科領域にわたる全ての
重篤な救急患者を２４時間体制で受け入れ
るもの。 

○二次医療圏単位で、圏域内の複数の病院が、
当番制により、休日及び夜間において、入
院治療を必要とする重症の救急患者を受け
入れるもの。 

○二次医療圏単位で、拠点となる病院が一部
を開放し、地域の医師の協力を得て、休日及
び夜間における入院治療を必要とする重症救
急患者を受け入れるもの。 

○郡市医師会ごとに、複数の医師が在宅当番
医制により、休日及び夜間において、比較
的軽症の救急患者を受け入れるもの。 

○地方自治体が整備する急患センターにて、
休日及び夜間において、比較的軽症の救急患
者を受け入れるもの。 
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18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 

三次救急 
（救命救急） 

救命救急ｾﾝﾀｰ 
（施設数） 

189 201 208 214 221 235 249 

二次救急 
（入院を要す 
る救急） 

入院を要する救急
医療施設 
（施設数） 

3,214 3,153 3,175 3,201 3,231 3,305 3,259 

（地区数） （411） （408） （405） （401） （407） （409） （398） 

初期救急 

休日夜間急患ｾﾝﾀｰ 
（施設数） 

508 511 516 521 529 553 556 

在宅当番医制 
（実施地区数） 

666 654 641 643 636 632 630 

（厚生労働省医政局調べ） 

（各年3月31日時点） 

○ 三次救急医療機関については、着実に増加している。 

○ 二次救急医療機関については、ほぼ同一水準で推移しており、救急利用の増加に対応してい

ない。 
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（年間に受け入れた重篤患者数（来院時）） 

厚生労働省医政局指導課調べ（平成２３年度実績）  
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厚生労働省医政局指導課調べ（平成2２年度実績）  

（一施設当たりの時間外における年間救急搬送患者数） 

○ 救急車により搬送される救急患者を多数受け入れている病院と、そうでない病院に大き

な差（最大8,360、最小0) 

○ 時間外における年間救急搬送患者が０の病院もある。 

※ 都道府県の医療計画上、二次救急医療機関以上として位置付けられている医療機関（救命救急センターを除く、総数：2,931件） 
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救命救急センター（258カ所） 
 （うち、高度救命救急センター（28カ所）） 
※ ドクターヘリ（40カ所）   平成24年12月16日現在  

・ 病院群輪番制病院（398地区、3,259カ所） 
・ 共同利用型病院（10カ所） 平成24年3月31日現在 

三次救急医療（救命救急医療） 

二次救急医療（入院を要する救急医療） 

・ 在宅当番医制（630地区） 
・ 休日夜間急患センター（556カ所） 平成24年3月31日現在 

･地域の医療機関が連携しつつ、救急医療提供体制を整備･充実 
･救急医療を担う医師の労働環境の改善 

後方病院 

在宅 
社会復帰 

初  期  救  急  医  療 

･｢出口の問題｣解消 

･救急利用の適正化 

・地域の搬送･受入ルールの策定 
・管制塔機能の整備 
・救急患者受入コーディネーター
の普及 
・ドクターヘリの全国的な配備 等 

転院・転床 
退院 

・診療実績に応じた、救命救急センターや二次救急医療機関への支援の充実 
・診療所医師の救急医療への参画の推進 
・救急医療を担う医師に対する手当への支援 
・院内トリアージを行う看護師等の配置、医師事務作業補助者の配置 等 

・転院等が可能な地域の体制確保 
・転院等や施設間連携を図るための
専任者の配置 
・情報開示と国民の理解 等 

・住民への普及啓発 
・小児救急電話相談事業 
 (#8000)の拡充  等 

救急患者 
の発生 

･適切な振分け 
･円滑な搬送･受入 

搬送･受入 
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「平成2４年救急・救助の現況」（総務省消防庁） 

○ 救急出動件数及び搬送人員数ともに、３年連続の増加となり、過去最多となった。 

１０年間で 

 ・救急出動件数は約131万件（約30%）増加 

 ・搬送人員は約99万人（約24%）増加 

平成23年 

救急出動件数 5,711,102件 

搬送人員   5,185,313人 

 

平成13年 

救急出動件数 4,399,195件 

搬送人員   4,192,470人 

 

(注) １ 平成10年以降の救急出動件数及び搬送人員についてはヘリコプター出動分を含む。  
     ２ 各年とも1月から12月までの数値である。 

（件・人） 

（年） 

239,393 
314,272 

329,898 
429,972 

504,417 
594,862 

724,819 

872,545 

991,914 

1,145,296 

1,340,071 
1,419,771 

1,537,762 
1,601,045 

1,710,722 
1,783,458 

1,869,163 

2,007,731 
2,055,750 

2,125,447 
2,227,930 

2,255,113 
2,327,368 

2,345,907 
2,426,852 

2,547,700 
2,656,934 

2,764,951 
2,829,248 

2,861,311 
2,931,663 

3,049,000 

3,280,046 

3,373,394 

3,476,504 

3,702,075 

3,930,999 

4,184,121 

4,399,195 

4,557,949 

4,832,900 

5,031,464 

5,280,428 

5,240,478 

5,293,403 

5,100,370 

5,125,936 

5,467,620 

5,711,102 

215,804 
275,623 

317,145 
383,790 

458,766 
551,104 

685,629 

830,577 

954,324 

1,107,555 

1,300,380 
1,366,860 

1,476,085 
1,525,217 

1,621,423 
1,696,719 

1,787,651 
1,928,492 1,977,203 

2,049,487 
2,150,796 2,182,772 

2,255,999 
2,273,385 

2,348,217 

2,468,239 

2,593,753 
2,700,458 

2,765,836 
2,793,495 

2,853,339 
2,948,630 

3,164,483 
3,247,129 

3,342,280 

3,546,739 

3,761,119 

3,999,265 

4,192,470 

4,331,917 

4,577,403 

4,745,872 

4,958,363 
4,895,328 

4,905,585 

4,681,447 
4,686,045 

4,982,512 

5,185,313 
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全体 小児 成人 高齢者 

重症 １．９万人 １８．０万人 ３２．５万人 

中等症 ９．９万人 ６３．９万人 ６９．８万人 

軽症 ３４．１万人 １２２．８万人 ４６．５万人 

全体 
小児 

（１８歳未満） 

成人 

（１８歳～６４歳） 

高齢者 

（６５歳以上） 

重症 

１．２万人 

０．７万人減 

－３７％ 

１４．４万人 

３．６万人減 

－２０％ 

４０．７万人 

８．２万人増 

＋２５％ 

中等症 

１０．３万人 

０．４万人増 

＋４％ 

６２．８万人 

１．１万人減 

－２％ 

１２６．６万人 

５６．８万人増 

＋８１％ 

軽症 

３４．８万人 

０．７万人増 

＋２％ 

１２４．８万人 

２．０万人増 

＋２％ 

１０１．７万人 

５５．２万人増 

＋１１９％ 

平成１２年中 

平成２３年中 

小児 成人 高齢者 

「救急・救助の現況」（総務省消防庁）のデータを基に分析したもの 

（万人） （万人） （万人） 

○ 救急搬送人員の伸びは、年齢別では高齢者が多く、重症度別では軽症・中等症が多い。 
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照会回数4回以上の事案の推移 

現場滞在時間30分以上の事案の推移 

救急搬送に関する搬送先医療機関調整における照会回数4回以上の
事案及び現場滞在時間30分以上の事案共に件数、割合が増加の傾向 

○ 受入困難事例：照会回数４回以上もしくは現場滞在時間30分以上の事例 

  
H20 H21 H22 H23 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 

重症以上傷病者 14,732 3.6% 13,164 3.2% 16,381 3.8% 17,281 3.9% 

産科・周産期傷病者 749 4.6% 517 3.2% 587 3.8% 549 3.7% 

小児傷病者 9,146 2.8% 9,569 2.8% 10,924 3.2% 11,039 3.1% 

救命救急センター搬送傷病者 16,721 3.7% 15,618 3.2% 20,395 3.8% 24,014 4.0% 

  
H20 H21 H22 H23 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 

重症以上傷病者 16,980 4.1% 17,826 4.3% 20,849 4.8% 21,794 4.9% 

産科・周産期傷病者 1,029 6.3% 970 6.1% 1,077 6.9% 1,022 6.8% 

小児傷病者 5,905 1.8% 6,953 2.0% 8,618 2.5% 9,600 2.7% 

救命救急センター搬送傷病者 19,876 4.4% 21,837 4.5% 27,322 5.0% 31,451 5.2% 
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受入れ 

搬送・受入の調査・分析 

地域の搬送・受入ルールの策定 

③救急搬送 ④救急医療 

①
傷
病
者
の
発
生 

都道府県において、医療機関、消防機関等が

参画する協議会を設置し、地域の搬送・受入

ルールを策定 

※既存のメディカルコントロール協議会等の活用を想定 

消防機関は、搬送・受入ルールを
遵守しなければならない 

総務大臣 
厚生労働大臣 

指針の策定等の援助 

②
搬
送
先
医
療
機
関
の
選
定 

医療機関は、搬送・受入ルールを
尊重するよう努めるものとする 施行期日：平成２１年１０月３０日 

＜搬送・受入ルール＞ 

① 傷病者の状況に応じた搬送先となる医療機関のリスト 

② 消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの中か

ら搬送先医療機関を選定するためのルール 

③ 消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達する

ためのルール 

④ 搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において

傷病者を受け入れる医療機関を確保するためのルール 

○ 傷病者の搬送及び受入れを円滑に行うことが、傷病者の救命率の向上や後遺症の軽減等の観点から、重要な課題。

このため、消防法を改正し、都道府県において、医療機関、消防機関等が参画する協議会を設置し、地域の搬送・受

入ルールを策定することとしたところ。 
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（１） 救急患者の適切な医療機関での受入体制の機能強化について 
•ＩＣＴの活用 
•搬送先医療機関に係る関係者間の事前協議について 
•病院前、院内トリアージの連携、地域の救急医療体制全般の把握 
•メディカルコントロール体制の強化 

  

（２） 救命救急センターおよび二次救急医療機関の充実強化について 
•救命救急センターの充実段階評価に係るさらなる情報の公開 
•救命救急センター、二次救急医療機関の機能改善方策について 

  

（３） その他の話題 
•初期救急医療体制の充実強化 
•緊急性の高い身体合併症があり、精神疾患をもつ患者の受入体制の構築 
•＃８０００の質の向上 
•小児救命事案における各科医師の連携 
•母体救命事案における各科医師の連携 
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